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１．第３四半期 連結決算について



第３四半期 連結決算業績
（単位：百万円）

（（20042004年年44月～月～1212月）月）
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※ 前年同期に関しましては、旧イー・トレード㈱につきましては６月以降、ワールド日栄フロンティア証券㈱につきましては10月以降
の連結または個別の業績がそれぞれ含まれておりますが、ファイナンス・オール㈱の連結業績は含まれておりません。

（（20032003年年44月～月～1212月）月）

２００４年３月期２００４年３月期
第３四半期第３四半期

５，０２０

前年同期比前年同期比

増減率（％）増減率（％）

+161.8

+246.0

+257.6

+866.3

※ 当第３四半期までに新たに連結子会社となった主な企業のうち、E*TRADE KOREA CO.,LTD.、スワン・クレジット㈱につきまして
は期初から、エース証券㈱、モーニングスター㈱連結につきましては、10月以降の業績がそれぞれ含まれております。



セグメント別売上高の構成比較

３セグメントでバランスの取れた事業ポートフォリオを目指す

※ 2004年3月期通期売上高は12ヶ月間の、2005年３月期第３四半期売上高は９ヶ月間の業績であります。

※ 当第３四半期までに新たに連結子会社となった主な企業のうち、E*TRADE KOREA CO.,LTD.、スワン・クレジット㈱につきましては
期初から、エース証券㈱、モーニングスター㈱連結につきましては、10月以降の業績がそれぞれ含まれております。

※ ファイナンシャル・サービス事業の2004年３月期通期売上高は、ファイナンス・オール㈱連結の2004年２・３月のみの業績であります。
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セグメント別営業利益の構成比較

※ 2004年3月期通期営業利益は12ヶ月間の、2005年３月期第３四半期営業利益は９ヶ月間の業績であります。

※ 当第３四半期までに新たに連結子会社となった主な企業のうち、E*TRADE KOREA CO.,LTD.、スワン・クレジット㈱につきましては
期初から、エース証券㈱、モーニングスター㈱連結につきましては、10月以降の業績がそれぞれ含まれております。

※ ファイナンシャル・サービス事業の2004年３月期通期営業利益は、ファイナンス・オール㈱連結の2004年２・３月のみの業績であります。

※ 本項における営業利益につきましては、連結消去および全社費用控除前の数字であり、その合計値は連結決算業績における営業利益
とは一致しておりません。

３セグメントでバランスの取れた事業ポートフォリオを目指す

54 73 2

80 97

0 50 100 150 200

（単位：億円）（単位：億円）

アセットマネジメント ブローカレッジ ＆

インベストメントバンキング

ファイナンシャル・サービス
41.9％ 56.6％

2004年３月期

通期営業利益

2005年３月期

第３四半期
営業利益

43.7％ 53.0％ 3.3
％

1.5％

（営業利益構成比率）

（営業利益構成比率）

6 183

129



２．第３四半期 セグメント別概況



（１）アセットマネジメント事業



アセットマネジメント事業のハイライト
① ITファンドが当初出資額を上回る（時価ベース）状況下、運用期日の２年間延長を決定す

ることで、更なるファンド資産の極大化ステージに入った。

（1）当初出資額 1,505億円に対し、時価のある株式の含み益（2005/1/21現在で評価）

を合算したファンド資産は過年度支払報酬208億円控除後1,696億円に達した。

（当初出資額対比112.7％）

Ｅｘｉｔ社数は2004年1月～12月で20社に達し、2005年も20社を超える社数を見込む。

（2）ITファンドにおける売却損益取込を含め、当四半期だけで40億円強の営業投資

有価証券売却益を計上。

② ソフトベン２号投資事業組合の償還

ソフトベン２号はＩＲＲ20.39％（出資金55億円が150億円に増加）、成功報酬55億円の

実績を残し、繰上げ償還を実施。

③ 企業再生関連ファンド

（１）SBI・LBO・ファンド1号から㈱かわでんが民事再生法適用申請企業として初の
再上場（JASDAQ）。（投資額654百万円 回収額328百万円 含み益1,236百万円）

（２）SBIメザニンファンド１号（2004年8月設立）は設立後短期間で12社の案件を
手掛けた。

④ 不動産事業の伸長

四半期分配型のSBI不動産関連投資事業匿名組合を組成、募集を開始する一方で、

物件の売買を通じて当四半期に12億円の売買益を計上。
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ITファンドの収穫期到来
合計１,696億円

（当初出資金対比112.7%）

投資残高

現預金等

時価のある株式の
含み益

過年度支払報酬額

設立報酬 ４５
管理報酬 １６３

合計 ２０８億円

簿価純資産

（172） イー・トレード証券簿価

2002/122000/3 2002/6 2003/122003/6 2004/6 2004/12

（172） （172）

1/21現在

当初出資金



ＩＴファンドの成功報酬について

成功報酬の算出テーブル

当初出資金を越えるキャピタルゲインに
対する成功報酬の割合

５０％以下の部分・・・・・・・・・・・２０％

５０％超２００％以下の部分・・・３５％

２００％超・・・・・・・・・・・・・・・・・・５０％

ＩＴファンドでは、時価を有する株式の含み益を考慮した
ファンド資産が当初出資金の１１２．７％（１／２１時価）に
達し、成功報酬の計上が視野に入ってきた。

当初出資金
1,505億円

ｷｬﾋﾟﾀﾙｹﾞｲﾝの
35％

ｷｬﾋﾟﾀﾙｹﾞｲﾝの
20％

ｷｬﾋﾟﾀﾙｹﾞｲﾝ

０％

５０％

２００％

２００％超

2005/1/21現在
時価評価ベース

※キャピタルゲイン≒簿価純資産－当初出資金

※ｷｬﾋﾟﾀﾙｹﾞｲﾝの
50％
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増減要因増減要因
・・ 投資実行投資実行 ▲８２億円▲８２億円
・・ 分配金等支払分配金等支払 ▲６４億円▲６４億円
・・ 株式売却等株式売却等 ２１１億円２１１億円
・・ 株式売却益等株式売却益等 ２７２億円２７２億円

（単位：億円）

現預金等：現預金等： ３３７億円の増加３３７億円の増加

投資残高：投資残高： ２２９億円の減少２２９億円の減少

増減要因増減要因

・・ 投資実行投資実行 ８２億円８２億円

・・ 株式売却等株式売却等 ▲２１１億円▲２１１億円

・・ 株式評価損等株式評価損等 ▲１００億円▲１００億円

主な増減明細主な増減明細

１２月末現在のITファンド簿価純資産推移

2004年
3月末

2004年
12月末

投資残高

現預金等
現預金等

投資残高

簿価純資産
１，０００

簿価純資産
８９２

（2005年1月21日現在の残高）

現預金等 ５１２億円
投資残高 ５１６億円



＊ ＩＰＯ予定社数には、毎週開催しております「案件会議」での検討に基づき、投資先5段階評価において最上位に区分されたものが含まれておりますが、
これら投資先の評価およびＩＰＯ予定の見通しは当社独自判断に基づいたものであり、今後のＩＰＯを保証するものではありません。

・ ＩＰＯ済みおよびＭ＆Ａの社数はすでに売却済みのものを含みます。

2004年１月～１２月に以下の２０社がＩＰＯ又はＭ＆Ａを行っております

• 2004年 7月15日 ㈱船井財産コンサルタンツ
• 2004年 7月29日 ㈱そーせい
• 2004年 9月16日 ニッシン債権回収㈱
• 2004年10月 1日 ㈱フレックス・ファーム（Ｍ＆Ａ）
• 2004年10月 5日 ベリトランス㈱
• 2004年10月19日 ﾃｨｰｹｰｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ㈱（Ｍ＆Ａ）
• 2004年11月15日 エルピーダメモリ㈱
• 2004年11月25日 ㈱かわでん
• 2004年11月30日 イー・トレード証券㈱
• 2004年12月28日 ㈱ウェルコム（Ｍ＆Ａ）

• 2004年 2月 2日 ワールド日栄フロンティア証券㈱
• 2004年 2月27日 ネクサス㈱
• 2004年 3月 3日 ㈱アイディーユー
• 2004年 3月26日 ﾍﾞﾝﾁｬｰ･ﾘｳﾞｧｲﾀﾗｲｽﾞ証券投資法人
• 2004年 4月15日 ㈱ウェブ･ポート（Ｍ＆Ａ）
• 2004年 5月27日 ディップ㈱
• 2004年 6月 4日 ㈱フレームワークス
• 2004年 6月18日 ㈱ランシステム
• 2004年 7月 1日 ㈱アマナ
• 2004年 7月 8日 ㈱ネットプライス

新規公開又はＭ＆ＡによるExit社数
2004年12月末現在

既公開および
公開予定社数

既公開

２０社５７社
（内、海外３８社）

～2003年12月
※

2004年1月～12月

公開予定

2005年1月～12月

２０社
＊

・2005年2月3日上場予定 Xinyi Glass Holding Co,Ltd.（香港証券取引所）
･2005年2月8日 〃 MediciNova,Inc（大証ヘラクレス）
･2005年2月16日 〃 共立印刷㈱（JASDAQ）

右の３社が上場を承認されております。



ITファンド から上場した投資先企業の
株価上昇率（１２月末終値）

（単位：％）

（２００４年３月末比同年１２月末終値上昇率）

※ 当ファンドによる各社への投資簿価残高（２００４年１２月末時点）で各騰落率を加重平均しております。
２００４年４月～９月に上場した企業については、公募価格からの騰落率にて算出しております。
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市場平均を圧倒的に上回る上昇率

ITファンド から上場した投資先企業の
株価上昇率（１２月末終値）

（単位：％）

（２００４年９月末比同年１２月末終値上昇率）

※ 当ファンドによる各社への投資簿価残高（２００４年１２月末時点）で各騰落率を加重平均しております。
当該期間中に上場した企業については、公募価格からの騰落率にて算出しております。
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上昇率(％)
（B/A)

上昇率(％)
（C/A)

ネクサス㈱ 2月 173,333 233,333 134.6 705,000 406.7

㈱アイディーユー 3月 40,000 82,000 205.0 246,000 615.0
ベンチャー・リヴァイタライズ

証券投資法人 3月 9,850 10,250 104.1 10,000 101.5

ディップ㈱ 5月 200,000 400,000 200.0 230,000 115.0

㈱フレームワークス 6月 62,500 175,000 280.0 168,000 268.8

㈱ランシステム 6月 216,667 600,000 276.9 460,000 212.3

㈱アマナ 7月 2,300 6,260 272.2 2,760 120.0

㈱ネットプライス 7月 283,333 1,536,667 542.4 757,000 267.2

㈱船井財産コンサルタンツ 7月 620,000 1,253,333 202.2 1,280,000 206.5

㈱そーせい 7月 800,000 800,000 100.0 631,000 78.9

㈱ニッシン債権回収 9月 180,000 368,000 204.4 316,000 175.6

ベリトランス㈱ 10月 150,000 337,500 225.0 315,000 210.0

エルピーダメモリ㈱ 11月 3,500 3,610 103.1 4,070 116.3

㈱かわでん 11月 190,000 198,000 104.2 177,000 93.2

イー・トレード証券㈱ 11月 133,333 166,666 125.0 335,000 251.3

投資先企業名
直近株価

2005年1月21日
終値（C)

公開
時期

公募価格
（A)

初値
（B)

※1 株式分割考慮後の数値であります。
※2 このほかM&A等によりワールド日栄フロンティア証券㈱、

㈱ウェブ・ポート、㈱フレックス・ファーム、ティーケーインターナショナル㈱、㈱ウェルコムの５社が公開株となっております。

※1

2004年に新規公開した投資先の株価上昇率

平均上昇率：256.59％ 平均上昇率：269.84％

※1

※1

※1

※1

※1

※1

※1

※1

※1

※1



投資先企業名 公開月 公募価格対ファンド簿価比 初値対ファンド簿価比

ネクサス㈱ 2月 1.9 2.5

㈱アイディーユー 3月 2.7 5.5

ディップ㈱ 5月 499.9 999.8

㈱フレームワークス 6月 1.3 3.5

㈱ランシステム 6月 0.7 1.8

㈱アマナ 7月 3.8 10.4

㈱ネットプライス 7月 13.6 73.8

㈱船井財産コンサルタンツ 7月 3.7 7.5

㈱そーせい 7月 16.0 16.0

ニッシン債権回収㈱ 9月 3.6 7.4

ベリトランス㈱ 10月 4.8 10.9

エルピーダメモリ㈱ 11月 1.4 1.4

㈱かわでん 11月 3.8 4.0

イー・トレード証券㈱ 11月 1.5 1.9

20042004年に新規公開した投資先銘柄のパフォーマンス年に新規公開した投資先銘柄のパフォーマンス

（単位：倍）



第３四半期（累計）の投資実績（全ファンド）

• 合計投資件数のうち、新規投資は２６社９４億円（１０社６１億円）、既存投資先への追加投資は
６社５７億円（６社２２億円）であります。

• （ ）内は、前年同期間（2003年4月～2003年12月）の投資社数及び投資金額であります。

国内 海外 小計 国内 海外 小計 国内 海外 合計

１３ ４ １７ １６ ２ １８ ２７ ５ ３２
（５） （１） （６） （８） （２） （１０） （１３） （３） （１６）

７９ １６ ９５ ４９ ７ ５６ １２８ ２３ １５１
（２８） （１） （２８） （５４） （１） （５５） （８２） （１） （８３）

第3四半期累計

投資社数
（社）

投資金額
（億円）

2004年４月～９月 当四半期

• 海外につきましては投資実行時の為替レートで円換算しております。

公開可能性の高い
レイターステージ企業を中心に投資

＊

＊

＊2004年４月～９月及び当四半期の両期間において同じ投資先に投資している場合、通期累計で
投資社数の重複を排除しております。
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（単位：億円）

運用期間：９５年１１月～０４年１０月

出資金５５億円が１５０億円（約２．７倍）に増加、成功報酬は５５億円を計上

※2004年11月15日のファンド解散時のＩＲＲは20.39％です。但し、この解散時点におきましては将来の偶発債務に備え残余財産

の一部の分配を保留しており、今後これらの留保金が組合員に分配された場合には、最終利回りは更に向上致します。

ソフトベン２号投資事業組合のパフォーマンス

（当初運用期日は０５年１１月３０
日）

IRR 20.39IRR 20.39％％

当初出資金 〔当初出資金＋分配金〕＋成功報酬

成功報酬

→ 成功報酬 ５５億円
（2000年6月末迄に計上済）

→ 支払報酬等 ２１億円



ＳＢＩ･ＬＢＯ・ファンド１号の状況

7

1722
1114

50

40
25

3633

25

653

2

2 2

0

50

100

ＳＢＩ･ＬＢＯ・ファンド１号からのＥｘｉｔ実績

・㈱かわでん（再上場）
・ﾃｨｰｹｰｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ㈱（株式交換）

（ｶｷｳﾁ㈱からの営業譲渡）

・ｴｽﾋﾞｰｱｲ･ﾎｰﾑﾌﾟﾗﾝﾅｰ㈱（売却）
（㈱ｻﾜｺｰｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝからの営業譲渡）

現預金等

投資残高

時価のある株式の
含み益

2002年４月末 2003年４月末 2004年４月末 2004年12月末

（単位：億円）

累計配当

支払報酬等累計

2001年５月

合計９１億円

成功報酬の算出テーブル

２００％以下の部分・・・２０％

２００％超・・・・・・・・・・・５０％当初出資金
50億円

当初出資金を越えるキャピタルゲインに
対する成功報酬の割合

※キャピタルゲイン≒簿価純資産－当初出資金

※



ＳＢＩメザニンファンド１号の状況

ＳＢＩメザニンファンド１号

メザニン投資及びＤＩＰファイナンスに特化した３１億円のパイロットファンドを
２００４年８月２３日に設立し、短期間で１2社のディールをクローズさせた。

会社名 契約締結時期 状況

２００４年／８月 民事再生中

正常先

民事再生中

Ｃ社（金属加工・販売業） ２００４年／１０月 民事再生中

G社（ゲーム・ビデオ販売業） ２００４年／ １２月 正常先

H社（アパレル製造業） ２００４年／ １2月 民事再生中

Ｄ社（建築材料製造業） ２００４年／１０月 民事再生中

F社（不動産賃貸業） ２００４年／ １２月 正常先

Ｅ社（印刷業） ２００４年／ １１月 正常先

滴水（分譲住宅販売） ２００４年／ １１月 民事再生中

アクアクララジャパン
（ﾐﾈﾗﾙｳｫｰﾀｰ製造販売）

２００４年／ １1月 民事再生中

Ｉ社（ゼネコン） ２００５年／ １月 正常先

２００４年／９月

２００４年／１０月

渕 紙

Ａ工業（印刷業）

Ｂ社（金属加工業）

投資総額 10億円（２００４年末残高）

ＳＢＩメザニンファンド１号の実績をベースに、１００億円程度の２号ファンドの
募集準備に入る。



（２）証券関連事業



証券関連事業のハイライト

② イー・トレード証券は当四半期に営業収益･利益ともに最高を達成

③ グループ証券会社との営業面、コスト面でのシナジーが発揮

① イー・トレード証券のＪＡＳＤＡＱ市場への上場

１,546億円

166,666円

上場日（2004/11/30)

3,192億円

335,000円

2005/1/21

株価

時価総額

*

*（分割考慮後）

当第3四半期は、四半期ベースでも営業収益･利益ともに最高を達成。

営業収益は前年同期比１．８倍に拡大。口座数の増加により、委託手数料収入が

前年同期比１．７倍に増加、また信用口座の増加により、金融収益も大幅増（２２６％）。

今第3四半期における平均月間開設口座数は2万口座と高水準を維持。12月9日には、

オンライン専業証券で初めて、50万口座を突破した。（1月20日現在523,568口座）

（１）

（２）

（３）

ＳＢＩ投資先関連の引受業務が急拡大。
グループ証券会社3社の第3四半期累計で公募･売出し引受社数１４３社(うちＳＢＩ投資先２７社）、
引受手数料４７５百万円

グループ化により証券事務関連費用などのボリュームディスカウントを実現。



（単位：百万円）

証券子会社 個別業績

2004年4月～12月

営業収益

経常利益

当期純利益

イー・トレードイー・トレード
ワールド日栄ワールド日栄
フロンティアフロンティア

６，２００

９６１

１，２３３

合合 計計

８，２２１

２，３７１

２，６４３

※ 合計は各社間の取引等を控除しない単純合算となっております。

ＥＥ**ＴＲＡＤＥＴＲＡＤＥ
ＫＯＲＥＡＫＯＲＥＡ

３４，８９２

１０，７７２

７，８６５

２２７

２

１

１８，５８２

７，２６６

３，８２９

フィデスフィデスエースエース

※ E*TRADE KOREAの数値につきましては、2004年12月30日付為替レート（100Won＝9.97円）で換算しております。

１，６５９

１７０

１５８



ＳＢＩグループの証券ビジネス規模

（2004年12月末現在）

・1日当たり平均株式売買代金は、2004年12月における１ヶ月間の各営業日平均値であります。

イー・トレードイー・トレード
ワールド日栄ワールド日栄
フロンティアフロンティア

合合 計計 ＥＥ**ＴＲＡＤＥＴＲＡＤＥ
ＫＯＲＥＡＫＯＲＥＡ

フィデスフィデスエースエース

証 券 口 座 数

信 用 取 引
口 座 数

1 日 当 た り
平 均 株 式
売 買 代 金

６３，３７７

口座

２，０９４

口座

３１

億円

５１，０９０

口座

１，２１５

億円

６３２，８８１

口座

５４，５０１

口座

１，２６７

億円

５１２，６１７

口座

１，３１７

口座

２０

億円

５６，１５２

口座

７３５

口座

－

－

６２，６７８

口座

６９

億円

－

・E*TRADE KOREAの数値につきましては、2004年12月30日付為替レート（100Won＝9.97円）で換算しております。

預 り 資 産
３,９９２

億円

３,２３９

億円
－

４１３

億円

１８，０６９

億円

２５，３０１

億円

（ご参考）

※

※上記合計にはｲｰ･ﾄﾚｰﾄﾞ、ﾜｰﾙﾄﾞ日栄ﾌﾛﾝﾃｨｱ、ｴｰｽ、ﾌｨﾃﾞｽの各証券会社の合計数値であり、E＊ＴＲＡＤＥ ＫＯＲＥＡは含まれておりません。



営業収益（ 2004年9月の上場証券会社の連結決算）

（出所：各社ホームページ等公表資料より当社にて集計）

単位：百万円

 名称 営業収益
1  野村 540,170
2  大和グループ 243,180
3  日興ｺｰﾃﾞｨｱﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ 177,420
4  三菱 67,384
5  新光 58,465
6  UFJつばさ 42,886
7  岡三 30,515
9  SMBCフレンド 26,998
8  みずほインベスターズ 23,187

10
イー･トレード +
WNフロンティア+エース

22,266

11  東海東京 19,973

12  松井 18,942
13  いちよし 11,484
14  MBH 10,295
15  丸三 10,258
16  コスモ 10,098
17  東洋 9,608
18  水戸 8,071
19  エイチ・エス 4,709
20  高木 4,706

証券業界におけるポジショニング①

※

※該当数値はイー・トレード証券、ワールド日栄フロンティア証券、エース証券の単純合算数値です。



経常損益（ 2004年9月の上場証券会社の連結決算）
単位：百万円

名称 経常利益
1  野村 88,673
2  大和グループ 57,259
3  日興ｺｰﾃﾞｨｱﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ 48,184
4  松井 11,918
5  三菱 10,736
6  SMBCフレンド 10,384
7  UFJつばさ 8,451
8  新光 8,125

9
イー･トレード +
WNフロンティア+エース

7,242

10  岡三 7,049

11  みずほインベスターズ 4,738
12  MBH 3,983
13  いちよし 3,450
14  東海東京 2,865
15  丸三 2,822
16  東洋 2,684
17  水戸 2,601
18  エイチ・エス 1,542
19  高木 1,138

証券業界におけるポジショニング②

※

※該当数値はイー・トレード証券、ワールド日栄フロンティア証券、エース証券の単純合算数値です。

（出所：各社ホームページ等公表資料より当社にて集計）



証券総合口座数ランキング

※3MBHはマネックス証券と日興ビーンズ証券の単純合算口座数です。

 名称
口座数

2004年9月末
1  野村 3,479,000
2  大和 2,423,000
3  日興コーディアル 1,439,020
4  新光 948,000

5
 イー・トレード +
 WNフロンティア+エース

568,106

6  UFJつばさ 484,000

7  三菱 466,653
8  MBH 388,254
9  松井 201,002
10  楽天 198,453
11  カブドットコム 181,280

証券業界におけるポジショニング③

※1

※2※2

※3

※１該当数値はイー・トレード証券、ワールド日栄フロンティア証券、エース証券の単純合算数値です。

（出所：各社ホームページ等公表資料より当社にて集計）
※2三菱証券は有残口座数



預り資産残高ランキング
順位 名称 2004年9月末

1 野村證券 63,540,700

2 大和証券ＳＭＢＣ 19,806,200

3 日興コーディアル証券 19,787,000

4 大和証券 19,162,300

5 三菱証券 10,464,666

6 日興シティーグループ 9,865,600

7 新光証券 9,491,100

8 ＵＦＪつばさ証券 6,716,894

9 みずほ証券 5,936,753

10 みずほインベスターズ証券 4,633,544

11 東海東京証券 3,223,900

12 ＳＭＢＣフレンド 3,030,200

13 岡三証券 2,636,800

14 イー・トレード+ＷＮフロンティア+エース 1,950,988
15 丸三証券 1,370,879

16 ＭＢＨ 1,318,300

17 コスモ証券 1,284,043

18 いちよし証券 1,200,357

19 松井証券 1,003,057

20 東洋証券 916,467

21 水戸証券 740,299

（単位：百万円）

※出所：金融ビジネス

証券業界におけるポジショニング④

※該当数値はイー・トレード証券、ワールド日栄フロンティア証券、エース証券の単純合算数値です。



（単位：百万円）

営業収益

営業利益

経常利益

当期純利益

イー・トレード証券 個別業績

前年同期比前年同期比

増減率（％）増減率（％）

+87.2

+143.7

+145.3

+171.8

※ 2003年4・5月の業績はＳＢＩ連結業績には含まれておりません。

２，９６１

２，９２３

９，９２８

（（20042004年年44月～月～1212月）月）

２００５年３月期２００５年３月期

第３四半期第３四半期

（（20032003年年44月～月～1212月）月）

２００４年３月期２００４年３月期

第３四半期第３四半期

１８，５８２

７，１２４

７，２６６

３，８２９１，４０８



7,075

12,696

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000
（百万円）

2004年3月期第3四半期
（2003年4月～2003年12月）

2005年3月期第3四半期
（2004年4月～2004年12月）

約79％増

イー・トレード証券①

委託手数料収入の大幅増



100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

550,000

12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

イー･トレード

松井

楽天

カブコム

MonexBeans

主要オンライン証券5社の口座数 オンライン証券主要5社の口座数推移
（口座数）

203,589
221,650

232,808

411,165

512,617

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

550,000

イー・トレード Monex
Beans

松井 楽天 カブコム

（口座数）
（2004年12月末現在） （2003年12月から2004年12月まで）

2003年 2004年

512,617

411,165

232,808

221,650

203,589

※ホームページ等公表資料より当社にて集計

2004年4月から12月までの月
間平均口座獲得数は、17,851
口座と高水準。10月には過去
最高の20,277件を獲得。

月

①－（ⅰ）
主要オンライン証券の口座比較



（個人売買代金、十億円） （当社シェア、％）

16,272

12,050

15,978

9,778

15,421

28,857
31,164

36,268

45,861

32,200 31,724

8 .8%

11 .5%

8 .6%

16 .1%
15 .6%

13 .9%

15 .5% 15 .9%

18 .4%

22 .8% 22 .6%

9 .6%

11 .7%

8 .6%

12 .7% 12 .3% 12 .0% 12 .3% 12 .4%

14 .0% 13 .9%
12 .8%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

2002年4-6月 2002年7-9月 2002年10-12
月

2003年1-3月 2003年4-6月 2003年7-9月 2003年10-12
月

2004年1-3月 2004年4-6月 2004年7-9月 2004年10-12
月

0.00%

5.00%

10.00%

15.00%

20.00%

25.00%

個人売買代金

イー・トレードシェア

松井証券シェア

※ 個人株式委託売買代金は3市場（1・2部）とJASDAQの個人売買代金を集計。
※ 東証統計資料、JASDAQ統計資料、各社ホームページ等公表資料より当社にて集計

個人株式委託売買代金（主要三市場+ＪＡＳＤＡＱ）
における当社シェア推移

①－（ⅱ）
個人株式委託売買代金シェア



その他
70.1％

主要オンライン
証券5社

29.9％

2004年10月～12月2003年10月～12月

過去3年間の同期間比較

※ 個人株式委託売買代金は3市場（1・2部）とJASDAQを合算
※ 東証統計資料、JASDAQ統計資料、各社ホームページ等公表資料より当社にて集計
※ マネックス証券、日興ビーンズ証券はMonexBeansとして合算。

2002年10月～12月

その他
51.4％

主要オンライン
証券5社

48.6％

その他

37.6％
主要オンライン

証券5社

62.4％

イー・トレード 8.6％

松井証券 8.6

DLJ(楽天証券） 6.9

Monex Beans 3.2

カブドットコム 2.5

イー・トレード 15.4％

松井証券 12.3

DLJ(楽天証券） 9.6

Monex Beans 6.9

カブドットコム 4.4

イー・トレード 22.6％

松井証券 12.8

楽天証券 12.3

Monex Beans 9.0

カブドットコム 5.7

①－（ⅲ）
主要オンライン証券の個人株式委託売買代金シェア
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※ ホームページ等公表資料より当社にて集計

（百万円）

2002年

松井証券
68,695

楽天証券
66,119

イー・トレード
121,529

カブコム
31,431

2003年

2004年12月における

一日あたり売買代金
（百万円）

2004年

主要オンライン証券5社の1日当たり平均売買代金の推移
（2002年12月から2004年12月まで）

Monex Beans
52,030

①－（ⅳ）

主要オンライン証券の株式委託売買代金推移



日興シ 3,226（3.5%）

大和 1,788
（2.0%）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月

松井 4,469（4.9%）

（十億円）

※証券各社・東証の公表数値をもとに作成
2001年 2002年

野村 8,129（8.8%）

大和SMBC 5,014
（5.5%）

7,625（8.3%）

日興コ 1,319（1.4%）

2003年

三菱 2,447
（2.7%）

新光 1,613
（1.8%）

2004年

主要証券会社株式委託売買代金（３市場四半期合計）

（2001年4-6月期から2004年7-9月期まで、四半期ベース、外資系証券は除く）

（単位：十億円、
括弧内委託売買代金シェ
ア）

2005年3月期第3Q
における委託シェア

①－（ⅴ）

主要証券会社の株式委託売買代金推移



9,660

6,037

8,085

2,415
3,150

2,625

945

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

イー・トレード 楽天 松井 カブコム 野村 大和 日興

イー・トレード 735

楽天 2,625

松井 3,150

カブドットコム 2,100

野村（ネット） 4,042

945

2,625

3,150

2,415

8,085

1,155

2,625

3,150

2,415

11,655

1,680

2,625

6,300

2,415

36,015

1,680

2,625

12,600

2,415

62,265

50万円 100万円 150万円 500万円 1000万円

[2004年12月末時点]（円）

大和（ネット） 3,018 6,037 8,347 24,517 41,580

※現物 約定代金100万円、指値注文の場合

日興（ネット） 4,830 9,660 13,440 36,120 61,320

※

※ほっとダイレクト部経由の場合
出所：各社ホームページより計算。キャンペーン手数料は含まず。

①－（ⅵ）
主要証券会社との手数料比較



主要オンライン証券会社との信用口座数比較

51,090

47,688

21,434 21,342

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

イー・トレード 松井 カブコム MonexBeans 楽天

10,579
12,113

13,487
15,244

17,087

19,079

22,440

25,837

30,417

38,154

20,919
22,250

23,614
24,43125,150

26,478

30,324

34,069

37,763

42,052

51,090

44,010

47,688
44,711

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月

イー・トレード

松井

（信用口座数）
松井証券との信用口座数比較主要オンライン証券5社の信用口座数

非開示

2002年 2003年 2004年

2004年4月から9月までの月間平均信用
口座獲得数は、2,265口座と松井証券の
1,158口座のほぼ倍のペースで推移し、
11月には逆転し、その差を拡大している。

（2002年3月から2004年12月まで）（2004年12月末現在）（信用口座数）

※ホームページ等公表資料より当社にて集計

イー・トレード証券②



78 ,532

112 ,925 108 ,488

164 ,545
179 ,747 184 ,093 174 ,739

23 ,751
29 ,762

35 ,946

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月

一般（無期限）信用

制度信用（買・売）

（百万円）

2004年2003年

78,532

112,925
108,488

164,545

203,499
213,856 210,686

信用建玉（買・売の合計）の四半期推移（四半期末）

②－（ⅰ）

信用建玉の推移



（百万円）

4,145

1,832

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

2004年3月期第3四半期
（2003年4月～2003年12月）

2005年3月期第3四半期
（2004年4月～2004年12月）

約2.2倍

②ー（ⅱ）

金融収益の推移



（百万円）

680

231

0

100

200

300

400

500

600

700

800

約2.9倍

2004年3月期第3四半期
（2003年4月～2003年12月）

2005年3月期第3四半期
（2004年4月～2004年12月）

イー・トレード証券③

引受・募集・売出手数料の推移



1889
2 ,180

3 ,301

6 ,650

75

68

23

41
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2,000

3,000

4,000
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イー・トレード 松井 MonexBeans 楽天

0
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80

（引受金額、百万円） （引受社数）

引受社数引受社数
引受金額引受金額

出所： 発表資料より当社算出

2005年3月期（2004年4月～12月）における
引受実績比較（業者委託除く、上場日基準）

③－（ⅰ）

主要オンライン証券４社の引受実績



1999年度

合計8社

1999年度

合計8社

2000年度

合計38社

2000年度

合計38社

2001年度

合計38社

2001年度

合計38社

2002年度

合計23社

2002年度

合計23社

2003年度

合計42社

2003年度

合計42社

2004年度
（4月～12月末ま

で）
合計75社

2004年度
（4月～12月末ま

で）
合計75社

IPO引受計
224社

引受シェア15％以上 25社
幹事証券会社指名 27社

上場日 会社名 市場 主幹事
幹事比率

（％）
引受比率

（％）

5/26

5/27

6/18

7/15 船井財産コンサルタンツ マザーズ 新光 10 10

10/5 ベリトランス ヘラクレス HS 20 20

11/25

レカム ヘラクレス HS 20 17

ディップ

ランシステム

かわでん

20 12UFJつばさマザーズ

JQ UFJつばさ

JQ 日興シティ

10 10

30 30

2004年における幹事入り企業

うち

新規公開株式引受実績

③－（ⅱ）
IPO引受実績

※ 委託販売、不動産投信を除く

２００４年１月～１２月の期間で、主要オンライン証券４社中引受シェア１５％以上の
実績を持つのはイー・トレード証券（引受実績４社）のみ。



（単位：百万円）

営業収益

営業利益

経常利益

当期純利益

前年同期比

増減率（％）

△0.1

※ 2004年3月期につきましてはワールド日栄証券の業績を記載しております。

８，２２９

２，３７７

２，４１２

１，５３６

（（20042004年年44月～月～1212月）月）

２００５年３月期２００５年３月期

第３四半期第３四半期

８，２２１

２，１８５

２，３７１

２，６４３

（（20032003年年44月～月～1212月）月）

２００４年３月期２００４年３月期

第３四半期第３四半期

△8.1

△1.7

+72.1

ワールド日栄フロンティア証券 個別業績
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30

60

90

120

04年3月期第3四半期 05年3月期第3四半期

38

（百万円）

前年同期比
308.1%増

158

株式

引受件数

IPO 6

公募・売出し 1

合計 7

株式

引受件数 内、SBI投資先

IPO 16 8

公募・売出し 4 1

合計 20 9

ワールド日栄フロンティア証券①

グループシナジー効果による株式引受・売出手数料の増加



引受 募集・販売
ソフトバンク・インベストメント

新規公開株

個人投資家
ファンド出資先企業

３５０社超

ＩＰＯ・公募等の引受シェア
獲得を可能にする一貫体制

当第3四半期におけるソフトバンク・インベストメントのファンド出資先ＩＰＯ・公募銘柄の当社引受実績

公募・売出し

①－（ⅰ）
グループネットワークによる引受業務

投資先企業名 公開日・発行日 引受比率（％）

６月４日 ２

２

３

１

0.5

１５

１

１５

１２

７月１日

７月８日

７月１５日

７月２９日

８月１１日

９月１６日

１０月５日

１１月２５日

㈱フレームワークス

㈱アマナ

㈱ネットプライス

㈱船井財産コンサルタンツ

ベリトランス㈱

㈱そーせい

ファイナンス・オール㈱

ニッシン債権回収㈱

㈱かわでん
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04年3月期第3四半期 05年3月期第3四半期

251

611

（百万円）

受益証券信託報酬

着実に増加
(前年同期比35.4%増)

その他手数料

306
226

47
25

257

New!             
SBI BBﾌｧﾝﾄﾞ

契約媒介手数料

前年同期比143.3%増

ワールド日栄フロンティア証券②

グループシナジー効果によるその他の受入手数料の増加



0

50

100

150

200

250

2004年3月期 2005年3月期

143.5％増

（百万円）

233

95

金融収支＝金融収益－金融費用

第3四半期 第3四半期

ワールド日栄フロンティア証券③

金融収支の改善



ワールド日栄フロンティア証券④

自己融資の拡大とスプレッドの向上

62
138 自己融資

自己融資

（単位：億円）

自己資本の拡充、投資有価証券
の売却などにより増加したキャッ
シュを、より収益性の高い、信用
取引の自己融資へ充当

貸付スプレッドの向上！

信用取引貸付金

信用取引借入金
（証券金融会社からの制度借入）

貸付

197
借入

135

貸付

333

借入

195
2004年3月期 第3四半期

2005年3月期 第3四半期

（金額は期中平均残高）



ワールド日栄フロンティア証券における
記念配当の実施について

平成17年2月14日をもって設立60周年を迎えることを記念し

6月下旬開催予定の定時株主総会に1株につき5円の

記念配当の実施を付議することを決議

普通配当については期末後に配当性向20％程度を目処に決定する予定



イー・コモディティの状況①

イー・コモディティ㈱－資本金１,４３４百万円 事業概要：オンライン商品先物取引

（2000年10月13日設立） （業界唯一のネット専業会社）

（出所：２００５年１月１４日日経金融新聞）

商品先物業界への他業種からの参入



インターネット取引手数料比較

オンライントレードサイト比較

Gomez社の「商品先物サイトレーティング」で総合１位を獲得 Factual Futures商品先物オンライントレード
「一目瞭然」31社総合レーティング＆ランキング１位獲得

イー・コモディティが取扱う上場商品について各社の最低手数料（往復）を比較

５２４円 イー・コモディティ

７３５円～８４０円 ２社

８社

９社

４社

９４５円～１,０５０円

１,０５０円以上

８４０円～９４５円

（当社調べ）

イー・コモディティの状況②



（３）ファイナンシャル・サービス事業



ファイナンシャル･サービス事業のハイライト

① ファイナンス・オールの連結業績が伸長

イコール･クレジット㈱によるネット上で完結できる消費者ローン事業を開始し、

消費者ローン債権証券化プログラムについてS&P社よりBBBの格付けを取得。

2004年11月17日の受付開始以降、2005年1月21日までの短期間で貸出件数

2,883件、貸付残高は1月末までに10億円に達する見込み。

（１）「グッドローン㈱」から「グッド住宅ローン㈱」へ商号変更を行い、住宅金融公庫と

の提携により住宅ローン事業を強化。

（2005年1月実行金利で全190金融機関中最低金利 2.23％）

（２）マーケットプレイス事業における非金融分野を強化し、同分野の売上高は
前年同期売上高２９百万円から５８百万円へ前期比１００％増加。

② 消費者金融業務での新サービスの開始

㈱クレディア（東証１部）と債権回収事業における合弁会社を設立する事に
合意。

③ 債権回収業務での新会社設立



ファイナンス・オール 連結業績

※ 2004年9月期第1四半期の業績はＳＢＩ連結業績には含まれておりません。

（単位：百万円）

（2003年10月～12月）

売 上 高 ２，７８８

２００４年９月期２００４年９月期

第１四半期第１四半期

+6.8２，６１１

２００５年９月期２００５年９月期
通期業績予想通期業績予想

１２，０００

（2004年10月～12月）

２００５年９月期２００５年９月期

第１四半期第１四半期

営業利益

経常利益

当期純利益

３５３

４５３

+140.8

+148.7

+543.0

１４２

１４７

７０

１，８００

ー

１，２００

３５４

前年同期比

増減率（％）



「グッドローン」から「グッド住宅ローン」への商号変更

「グッドローン株式会社」から「グッド住宅ローン株式会社」へ
商号変更 （平成１７年１月１日付）

サービスブランドである「グッド住宅ローン」と商号を統一し、
同一ブランドでの事業展開を促進。「グッド住宅ローン」ブラン
ドのさらなる発展、認知度の浸透を図る。



平成１６年１２月１日より、住宅金融公庫の新型ローン「フラット３５」の取扱いを開始

最長３５年固定金利 全金融機関の中で最低金利２．２３％でスタート

平成１７年１月実行金利においても、全１９０の金融機関の中で最低金利を提供

金融機関 金利（％）

グッド住宅ローン 2.23

都市銀行

みずほ銀行 2.66

東京三菱銀行 2.66

UFJ銀行 2.72

三井住友銀行 2.95

平成17年1月実行金利。金融機関ごとに異なる手数料が
発生する。グッド住宅ローンは融資実行時に事務手数料
が実行金額に対し2.1％が必要。手数料を含めた実質金
利は、借入金額の上限金額5,000万円を35年借り入れた
場合で2.341％。

同時に「グッド公庫ローンα」をスタート。
住宅取得必要資金の１００％までの融資
が可能。

グッド住宅ローンと住宅金融公庫との提携

http://www.goodloan.co.jp/treasury/index.html
http://www.goodloan.co.jp/alpha/index.html


グッド公庫ローンの受付開始（１２月１日スタート）により、グッド住宅ローン
第１四半期の借入相談（※）件数が急増

（※）借入相談：グッド住宅ローンのホームページ上から、ユーザーが個人情報、物件情報を登
録し、本審査の前に審査要件に適合するかを確認する手続き。

グッド公庫ローンの本格展開
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3500

平成16年9月期第1Q 平成17年9月期第1Q

560件

3,090件

対前年同期の
5.5倍

（単位：件）



マーケットプレイス事業の非金融分野強化

チケット流通センター

ウェブサイトリニューアル、ユーザー登録機能の追加などユーザビリティの向上

ピアノ買取センター

ウェブサイトリニューアル、テスト運営終了し、提携会社への課金開始

引越達人セレクト

提携会社に対し従量課金スタート

化け犬.jp

グループ初となるコミュニティサイト、独身女性向けブログポータルサイトの立ち上げ

平成17年9月期第１Q
売上高 ５８百万円

前年同期売上高
（平成１５年１０月～１２月）

２９百万円（※）

【非金融分野の売上推移】

（※）買収前のインターアイの売上高

１００％増



顧客

顧客

消費者ローン債権

証券化顧客

顧客

顧客

顧客

顧客

顧客

消費者ローン
申込み＆実行

融資の申込みから返済までの手続きの大半をインターネット上で
完結させる初の仕組みを構築

機関投資家へ

申込み･審査･融資実行･返済を

ネット上でほぼ完結

イコール・クレジットの営業開始について

消費者ローン
申込み＆実行

消費者ローン
申込み＆実行

ドイツ証券と提携し、同社が貸出債権を
証券化して機関投資家に販売
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2004年11月 2005年1月 2005年3月 2005年5月 2005年7月 2005年9月

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

貸付残高（計画） 貸付残高（実績）

貸付口座数（計画） 貸付口座数（実績）

イコール・クレジットの貸出実績推移

貸付残高は当初計画を上回る好スタート

→ 左目盛
→ 右目盛

（単位：百万円）
（単位：件）

※２００５年１月は１月２1日までの実績数値です。

貸付残高は営業開始当初から計画を上回り、
１月末には貸付口座数も計画を超過する見込み。



サービサー関連事業への進出

エスビーアイ債権回収サービス㈱

㈱クレディア

設立年月日：平成17年1月25日

資本金 ：5億円

60％ 40％

債権回収ノウハウ

多種多様な顧客基盤

企業再生ビジネスの
ノウハウ

地銀ネットワーク

特定金銭債権の管理回収、不良債権（事業再生）ビジネス、その他関連事業

債権買取

回収受託

債権買取

回収受託

総合サービサー



モーニングスター 連結業績

（単位：百万円）

（2003年1月～12月）

売 上 高 １，０１５

２００３年１２月期２００３年１２月期

+9.8９２４

（2004年1月～12月）

２００４年１２月期２００４年１２月期

営業利益

経常利益

当期純利益

１７４

１０６

１７１ +47.8

+28.3

+53.7

１３６

１１５

６９

前年同期比

増減率（％）

※ＳＢＩ連結業績への加算は2004年10月以降となります。



３．今期の事業展開



（１）アセットマネジメント事業

①ブロードバンドファンドの募集状況

②不動産ファンドの募集開始

③グループ証券会社専用投資信託の設定



ＳＢＩブロードバンドキャピタル
株式会社（完全子会社）

（販売証券会社）

ＳＢＩブロードバンドキャピタル
投資事業匿名組合1～3号

（営業者）

ＳＢＩベンチャーズ株式会社
（完全子会社）

（無限責任組合員）

ＳＢＩブロードバンドファンド
投資事業有限責任組合

個人投資家より
２００億円超の資金調達予定

事業法人または金融法人より
３００億円超の資金調達予定

①ブロードバンド･ファンドの募集状況

約定済みおよび予約分を含めた募集金額は既に約３００億円

募集期間
2005年4月末まで

募集目標
５００億円



②不動産ファンドの募集開始

有限会社

エスビーアイ･プロパティ･ワン

100%
出資

（販売証券会社）

総合資産運用委託

匿名組合員

（投資家）

匿名組合契約

匿名組合出資媒介委託契約

匿名組合事務委託契約

販売

（営業者）

投資一任契約

有限責任中間法人
エスビーアイ･プロパティ

100%
基金出資

不動産信託受益権

有価証券

投資

「四半期分配型ＳＢＩ不動産関連投資事業匿名組合」の募集開始

安定的かつ高収益の
不動産信託受益権に投資

不動産関連企業（未公開･公開）
に投資

経験豊富なSBIｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの

投資ｽﾀｯﾌがﾃﾞｭｰﾃﾞｨﾘｼﾞｪﾝｽ･
投資判断・投資実行を行う

＜スキーム図＞



③グループ専用投資信託の設定

中小型成長株ファンド －ネクストジャパン－ （愛称：jnext)

販売会社

運用・設定

エンジェルジャパン
アセットマネジメント㈱

投資助言

平成17年1月4日より販売開始

jnext

個人投資家

受託会社

代表取締役・宇佐美博高氏が
投資助言

三井アセット信託銀行



（２）証券関連事業



① リテール顧客基盤の更なる拡大に向けた施策

（ⅰ） 証券仲介業制度の活用による新しい投資家層の獲得
（ⅱ） リアルタイムストリーミングツールの提供によるアクティブ顧客の獲得
（ⅲ） キャッシュカードの発行及びIYバンクとのATM提携
（ⅳ） 中国株取引の開始
（ⅴ） 為替保証金取引の多通貨対応
（ⅵ） 個人型確定拠出年金への参入

② コーポレートビジネスの拡大に向けた取り組み

（ⅰ） 主幹事業務への参入に向けて、審査部門を強化

（ⅱ） 地方銀行との連携により、IPO候補先の発掘を拡大
（ⅲ） 機関投資家向け営業拡充のためフィデス証券を合併

証券関連分野の新しい取組み



11 .30%

16 .30%

22 .10%

35 .70%

14 .50%

60歳以上

50歳代

40歳代

30歳代

20歳代

①ー（ⅰ）証券仲介業制度を活用し新しい顧客層を獲得

会員組織を有する事業法人

ネクシィーズ、ネクサス

その他

仲介業者のネットワーク力を活用し、当
社単独では、獲得できなかった顧客基盤
の拡充を目指す。顧客の年代別属性

（2004年12月末）



オンライン専業証券初！

板情報を見ながら気配値にマウス操作のみ
で発注できる機能を搭載。

アクティブに取引する投資家向けのトレー
ディングツールを自社開発。自社アクティ
ブ投資家の囲い込みと他社アクティブ投
資家の取り込みを図る。マウス操作のみ

で発注・指値訂正

①－（ⅱ）リアルタイムトレーディングツールの開始



①ｰ（ⅲ）アイワイバンク銀行との提携

本年7月を目処にセブンイレブンやイトーヨーカドー

に設置されたアイワイバンク銀行のATMを通じて、

イー・トレード証券の証券総合口座から24時間 365

日いつでも現金の入出金が可能に！

E*TRADE*TRAD
EE 1111 1111 1111 1111

口座番号 Ｚ00－000000
ITO REDO

CARDCARD

証券総合口座の入金・出金機能
クレジットカード機能付ATMカードも予定

証券総合口座が投資口座から生活口座としての利用に用途拡大

ATM台数
24都道府県

9,771台
（2004年1月20日現在）

CARDTRONICSとの提携によりイー・トレード証券
のユーザーは２５,０００台のATMにアクセス可能



NYSE 
NASDAQ

2003年6月より取扱開始

①ｰ（ⅳ）中国株の取扱い

2003年6月に開始した米国株取引に加え、中国株（2005年3月）の取引を
開始予定。

Kingswayと提携
香港･中国株の取次ぎ

Kingswayと提携
香港･中国株の取次ぎ

米国E*TRADEと提携

米国株式の取次ぎ



①-（ⅴ）為替保証金取引の多通貨対応

証券総合口座

米国株米ドル／円建玉

為替保証金取引口座 外貨取引口座
米ドル／円

ユーロ／円

英ポンド／円

豪ドル／円

NZドル／円

カナダドル／円

スイスフラン／円

香港ドル／円

中国元／円

韓国ウォン／円

ユーロ／米ドル

英ポンド／米ドル

口座間振替が可能

（従来は為替保証金取
引の建玉を差金決済）

例えば、

の決済に充当可

米国株取引

米ドルMMF

米ドル建て債券

中国（香港）株取引

の建玉相当額を現引きすることで、

為替保証金取引の追加サービス

取引通貨を拡大・・・2通貨ペアから12通貨ペアに拡大

決済手段が多様化・・・差金決済のみから現引きも可能に

リアルタイム気配値・・・FXプラットフォーム



①ｰ（ⅵ）個人型確定拠出年金の取扱い

運用商品提供機関

個人型
年金加入者

記録関連運営管理機関

運用関連運営管理機関

・加入者登録情報の記録等
・運用指図の通知、給付の裁定

・運用商品の選定・提示
・運用情報の提供

運営管理機関

・加入申込・各種届出の受付

・各種手続きの相談・照会対応

運用管理業務

の一部を
再委託

個人型年金
の実施者

（国民年金基金連合会）

情報提供

事務委託先
金融機関
（信託銀行）

・積立金の管理に関
する事務

・運用商品の保管に
関する事務

運用指図

運用指図

給付金
支払指示

給付

運用指図

給付申請

加入申出

申出書等の
送付

運営管理機関の口座管理手数料を無料化し新規参入
（※50万円以上の年金残高がある場合）

※

証券仲介業を通じた
加入者獲得も推進

ターゲット
自営業者
600万人

企業年金のない
企業の従業員

20万人



・224社の引受実績

・ブックビルディングの積み上げ

・上場後の豊富な手口

・資本市場部の設置

・審査部門の強化
（審査部門3名、資本市場部門9名体制）

引受業務における実績の積み重ね SBIグループの販売力の活用

+

※

※ 業者委託、不動産投信を含まず

主幹事業務へ進出

+
マーケットメイクへの参入 （2004年10月より開始）

②-（ⅰ）主幹事業務への参入



②-（ⅱ）市場誘導ビジネスにおける地方銀行との連携

千葉興業銀行

本店：千葉県千葉市美浜区

店舗数：71店舗
（千葉県内70店舗、都内1店舗）

行員数：1,376名（2004年3月末現在）

イー・トレード証券の公開・引受業務において、これまで発掘できなかった地域において株式公開を
志向する企業の発掘を拡大。
それぞれの地域に密着した地方銀行との連携を通じて、引受件数の更なる拡大を目指す。

市場誘導ビジネス
銀行が発行市場での資金調達を計画する顧客企業を証券会社
に紹介し、証券会社が引受手数料の一部を銀行へ支払う業務

地銀との提携を拡大させることで、地方のIPO銘柄の発掘を効率化

2004年11月提携

http://www.chibakogyo-bank.co.jp/index.html


新規上場企業に対して万全の体制でサービスを提供していくためには、機関投資家とのリレー
ションを確保・維持していく機能も独自に持つ必要がある。合併により、早期に株式引受の主幹
事業務開始を目指し、人員の確保等社内体制の整備を整えることが可能となる。

フィデス証券株式会社イー・トレード証券株式会社

64.0％

合併比率 １：0.275
合併期日 2005年4月1日

存続会社
イー・トレード証券

事業概要
旧日商岩井証券。オルタナティブ
投資商品や証券化商品等のスト
ラクチャード・プロダクツを主力商
品として営業展開。
機関投資家を中心として全国に広
範な顧客層。

事業概要
オンライン専業証券として最大の
リテール顧客基盤。引受業務にお
いても、12月末までにオンライン専
業証券で最多となる累計22４社の
新規公開株式引受件数を獲得。

引受業務をはじめとする法人ビジネスを更に強化

合併

②－（ⅲ）ｲｰ･ﾄﾚｰﾄﾞ証券とﾌｨﾃﾞｽ証券との合併について



（３）ファイナンシャル・サービス事業



JV

49%51%

マーケットプレイス参加企業マーケットプレイス参加企業
を中心とした金融機関を中心とした金融機関

SBグループ

広告・ソリューション営業

SBグループのハウスエージェンシーを目指す金融分野No.1ネット広告代理店へ

金融分野を核としたネット広告代理店事業へ進出

1億円

「金融分野に特化したネット広告代理店」の設立「金融分野に特化したネット広告代理店」の設立

http://www.septeni.co.jp/index.html
http://ard.yahoo.co.jp/M=300111785.300645706.302305312.300001150/D=jp/S=2075429043:E/A=300476752/SIG=11380dspb/*http://www.p-advg.com/?bid=106272
http://rd.yahoo.co.jp/ybbpromo/page/common/0090/?http://bbpromo.yahoo.co.jp/
http://www.japan-telecom.co.jp/index.html
http://ameblo.jp/user_images/93/01/45615f852beab38d589bccf3f2185346.gif


両社の強みを持ち寄ることでネット広告市場の主戦場である

金融分野でＮＯ．１を目指す

両社の強みを持ち寄ることでネット広告市場の主戦場である

金融分野でＮＯ．１を目指す

新会社の優位性 ～両社の強みの融合～

•インターネット広告業界有数の営業力

•1200のクライアントチャネル

•アフィリエイトなどの独自サービス

•急拡大する金融分野での実績

•金融比較サイト最大手としての金融機関
チャネル

•金融分野におけるインターネット
マーケティングノウハウ

•豊富な金融機関向けソリューション

インターネット金融分野での実績に裏づけされた付加価値の
高いサービスの実現

http://www.septeni.co.jp/index.html


（４）配当政策および今期の配当について



配当政策および今期の配当について

（１）配当政策の変更

＝一株あたり配当金 ３５０円
１２月末発行済株数

（自己株式除く）

７,０４１,９８１株

前期配当金対比(分割考慮後） 約１．３６倍

（２）今期の配当

×

（前期配当金７７０円÷３＝２５７円）

配当総額
約２５億円

当期配当総額約２５億円は、予想個別当期純利益５８億円に対する配当性向は約４３％

株主の皆様に対する安定的かつ適正な利益還元を目指すとともに、内部留保
による競争力・収益力の向上に向けた事業投資を積極的に行うことを基本方針
として、当期よりグループ企業を含めた連結業績を総合的に勘案したうえで配当
を実施することといたします。



（５）直接的社会貢献について



直接的社会貢献

全国の児童社会福祉法人への寄附金贈呈

９政令指定都市、39都道府県から本趣旨に賛同を得て、

＊税引後利益３億円以上を計上したグループ各社（純粋持株会社のソフトバンク・ファイナンスは除く）が、その利益の１％程度を寄附
する方針に基づくもの。（グループ各社における機関決定を前提とする ）

各自治体所管の児童養護施設・乳児院等（173施設）
に対して総額167.1百万円 の寄附金謹呈

主な寄附金実施先 資金使途
寄附金
実施額

焼失した施設の再建費用

老朽化した暖房・給湯用ボイラー設備の更新費用

送迎用自動車購入費用

乳児の突然死症候群(SIDS)対策用、無呼吸モニ

ター購入費用

20.0

15.4

2.0

1.2

岐阜県 児童養護施設A

北海道 児童養護施設B

沖縄県 児童養護施設C

静岡県 乳児院D

(百万円)

＊



SBI児童福祉有限責任中間法人の設立

SBIグループ各社からの寄附金だけでなく、証券市場やストックオプ
ションを活用して幅広く寄付活動を展開するという日本初の試み

株式市場

財団法人･社会貢献団体

教育機関

社会福祉法人等

＜寄付先＞

基 金

理事会
（理事5名、監事1名）

賛同企業
（投資先、取引先等）

業務執行

新
株
予
約
権
等

寄付 行使

売却

ｷｬﾋﾟﾀﾙ
ｹﾞｲﾝ

特別会員

普通会員

基金拠出 寄付

事務委託：

SBISBI児童福祉有限責任中間法人児童福祉有限責任中間法人



（６）今年のSBIグループの課題



課題１

投資サービス法･金融コングロマリット法などの新法を
視野に入れ、証券分野およびアセットマネジメント分野
（未公開株･公開株･不動産）におけるＳＢＩグループの
戦略を具現化すべく、新組織体制の構築を図る



課題２

当社グループの企業生態系の充実に伴い、
生態系構成会社相互間のより徹底した
シナジーの追求を図る

①イー・トレード証券とスワン・クレジットとの連携

イー・トレードカードの発行

②イー・トレード証券とイコール･クレジットとの連携

証券担保金融

③イー・トレードポイントを通じたイー・トレード証券とグッドローンとの連携

委託売買手数料割引制度

④当社グループ証券会社でのグッド住宅ローンの住宅ローン債権の証券化および

販売

⑤グッド住宅ローン利用者に対する各種火災保険商品の提供

⑥当社グループ証券でのイコール・クレジットにおける消費者ローン債権の証券化

および販売

⑦ワールド日栄フロンティア証券、エース証券の店舗ネットワークの活用

スワンクレジット、グッド住宅ローンのローン窓口の設置

（シナジー追求の検討中の事例）



課題３

グローバルな証券ビジネスを具現化する

①Ｅ＊ＴＲＡＤＥ ＫＯＲＥＡの買収

②イー・トレード証券とＫｉｎｇｓｗａｙ Ｇroupとの連携

③中国投資ファンドの組成スタート

④インドでのネット証券業・投資業の検討

（グローバル展開の事例）



課題４

更なるグループ内公開会社の創出

今後の新規公開対象先

イー・コモディティ㈱、ゴメス㈱、グッドローン㈱、ＳＢＩキャピタル㈱



（単位：億円）

公開済のＳＢＩ グループ主要子会社株式の含み益

2004年
３月 31日

2004年
９月 30日

2004年
12月 31日

2005年
1月 21日

含 み 益 含 み 益 含 み 益 含 み 益

イー・ トレード証券 111  -      -      1 ,408 1 ,666

ワールド日栄
フロンテ ィア 証券 87    274  99 120 138

ファイナンス ・
オール 112  74    214 251 312

モ ーニングス ター 71    -      ▲ 2 ▲ 17 ▲ 7

合 計 381 348 311 1 ,762 2 ,109

ベリ トランス
（ FA子会社） 4 -      -      57 69

投資額

今後、イー・コモディティ、ゴメス、ＳＢＩキャピタル、グッドローンらを加えて、
１０社以上の公開企業を有する企業集団にする。



課題５

新規分野への参入

①銀行分野

当社グループ各企業との強力なシナジーを生みだす。

・証券と銀行間での資金移動における手数料無料化の拡大

（イー・トレード証券とスルガ銀行ソフトバンク支店間で実施済み）

・預金+リスク商品での運用スキームの検討

・リアル＆ネット型のプライベートバンキングサービスの提供

・パッケージ商品の開発とクロスセル

（ご参考）2004年12月単月
イー・トレード証券の総入金額 1,321億円

Yahoo!JAPANのｵｰｸｼｮﾝ総取扱高 580億円 ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ総取扱高 78億円

②非金融分野

比較的金融分野に近い不動産分野をはじめ、買収を通じて参入を図る



SynergySynergy

ＡＴＭ 引き出し手数料無料

他行宛振込み手数料優遇

１． 決済の提携

２． 双方のユーザー向け特典実施

無担保ローン金利１％優遇

小口ローン（30万円以下）審査の簡素化

即時入金サービス（リアルタイムで資金移動可能・振込手数料無料）

56.6% （2004年4月～ 9月実績）

（※38.5% （過去の累計））

E＊トレード証券ユーザー限定の優遇メリットEE＊トレード証券ユーザー限定の優遇メリット＊トレード証券ユーザー限定の優遇メリット

（ご参考①）スルガ銀行ソフトバンク支店の実績①

口座開設者のうち、イー・トレード口座開設者のうち、イー・トレード
証券ユーザーの割合証券ユーザーの割合

イー・トレード証券とのシナジー
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（ご参考②）スルガ銀行ソフトバンク支店の実績②

2004年

＜当座貸越残高推移＞

2004年4月＝2692002年3月=100とした場合

＜ユーザー別当座貸越残高シェア＞
E*TRADEユーザー
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証券ユーザーはローン取引も活発



Telebankを買収2000.1.12

業界で初めて、Online上で銀行と証券のサービスを
両方利用できる｢E*TRADE Bank｣サービスを開始

2000.4.4

SIAN.comと組み、online上で中国語Bankingサービス
を開始

2000.4.17

2000.7.10
Embark.comと組み、大学生とその両親に向けた
Bankingサービスの提供を開始

2000.11.16
無期限で、スーパープレミアムな金利を提供する
｢Bank Money Market Plus Account｣サービスを開始

2001.2.6
業界で初めて、オラクル社員向けに（社員専用に）カ
スタマイズしたBanking サービスを開始

2001.2.20
携帯端末向けに、銀行と証券のサービスを両方利
用できるサービスを開始

2001.2.21 Online Bankingデモサービスを開始

2001.10.10
Advanta National Bank （15,000人の顧客、 $389.7 
millionの預かり）を買収

2002.1.11
Chase USAより、 30,000人の顧客・$1.7 billion以上
の預かりを獲得

2003.1.9
銀行と証券口座間のリアルタイム資金移動サービス
を開始

2001.5.24
（将来の金利上昇に備え）金利が毎週見直され、
$100,000まで保証される口座｢PrimeLink CD｣サー

ビスを開始
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（ご参考③）米国E*TRADE FINANCIAL Corporationの例
（１）TELEBANK買収後の銀行規模の拡大



「Savings」口座⇔「Brokerage」口座へ振替・一覧表示

（ご参考④）米国E*TRADE FINANCIAL Corporationの例

（２）銀行・証券間のスムーズな資金移動



http://www.sbinvestment.co.jp

http://www.etrade.ne.jp

http://www.wnfrontier.co.jp
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